
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

1,590

951

1,020

2,565

令和２年度決算額（千円）

2,565

1,020

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

0 0

収入内訳

計（D）=B+C

951

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

クイズ形式やアニメーションなどを活用した教材を作成し、小学校の授業で活用してもらう。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

まんがでワクワク食農楽習事業

農林課

- 2 - 0 - 0

実施方法

市内の小学校５年生

実施期間 令和4

持続可能な力強い農業の実現を図るため、子どもたちが農業に魅力を感じる食農教育を進め、
農業に夢を持ってもらう機会を提供することにより、安全・安心な地元農産物への理解を深めて
もらう。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

クイズ形式やアニメーションなどを活用した食農教育のオリジナル教材の作成

オリジナルテキスト　１２，０００部

令和２年度
（実施内容） 教材の見直しを行い、令和４年度までの３か年分を作成した。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

未来を生き抜くための学校教育の充実 政策コード 1

平成29 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

0

97530951 30

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

1,590

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

30

1,590

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

1,020

0 0

_

委託料

001番号

0 0

令和２年度決算額（千円）

951正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

9751,02030

0

3030



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 市内の小学校5年生 市内の小学校5年生 市内の小学5年生

受益者数 3,500 3,500 3,500

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 272 291 733

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 教材を提供した施設 単位 校

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 - - 47

実績値 - - 47

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 オリジナル教材を活用した市内の小学５年生 単位 人

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 3,500 3,500 3,500

実績値 3,500 3,500 3,500

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中
小学校に教材を提供する事業であり、受益者負担を求めるもの
ではない。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

平成２９年度に始まった事業であり、令和２年度に教材内容の
見直しを行い、令和４年度まで事業を実施していく。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

次世代を担う子どもたちを対象とした食農教育を進めることで、
安全・安心な地元農産物への理解を深めてもらうことは、持続
可能な力強い農業の実現に必要な事業である。

小学校に教材を提供する事業であり、農業関係者と連携して公
平・公正な内容にしなければならないため、市が実施する。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

オリジナル教材の作成を食農教育に取り組むＮＰＯ法人に委託
することで、同法人が有するノウハウを活用することができた。

岐阜市の実態を捉えたオリジナル教材であることに意義がある。
また、有名な漫画家のイラストを活用することで児童の関心を惹きつけ
ることを企図しており、版権を管理するＮＰＯ法人の協力なしでは実施
できない。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
オリジナル教材を授業で活用した栄養教諭等から、児童の関心
が高かったとの評価を得ている。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

10,076

9,041

12,990

9,459

令和２年度決算額（千円）

11,051

1,762

9,814

1,592

0

3,176

平成３０年度決算額（千円）

1,514

令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

3,327

令和２年度決算額（千円）

1,592

減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

11,417 11,970

1,662

収入内訳

計（D）=B+C

12,368

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

・管理人の設置：施設等の管理
・貸付農地の使用許可及び必要に応じた管理指導
・収穫体験農地における作物栽培計画の作成及び体験会員の募集と登録
・計画に沿った作物栽培・収穫日等必要事項に対する体験会員への通知
・イベント（感謝祭等）の実施

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

岐阜市健康ふれあい農園管理事業

農林課

- 5 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間

・農業理解の促進
・健康的でゆとりのある市民生活への寄与
・新たな都市農業形態の研究・実証

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

農業体験

貸付農地使用区画数：一般２５６、身障者１５

令和２年度
（実施内容）

農園施設等の日常管理、収穫体験農地の栽培管理、貸付区画使用許可事務及び体験会員の
管理事務を指定管理者に委託。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

生涯を通じたいきがいづくりの推進 政策コード 1

平成１２ 年度年度～

委託（民間） 補助の種類※ 実施主体 指定管理者

0

97530951 30

0

326238348

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

10,076

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

30

8,918

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

1,020

11,417 11,970

_

指定管理料

002番号

岐阜市健康ふれあい農園条例

2,173

8,836 8,918

令和２年度決算額（千円）

1,565

951正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

2,173
令和元年度決算額（千円）

修繕料

賃借料

令和元年度決算額（千円）

2,173

9751,02030

0

3030



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

×（未達成）

平成３０年度 令和元年度

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況

受益者負担額（千円） 3,326 3,176 1,592

受益者負担率（％） 26.9% 24.4% 14.4%

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース）

2,070 2,277 71,120

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 農園利用者 農園利用者 農園利用者

受益者数 4,368 4,310 133

活動指標名 貸付区画の利用率、利用区画の利用者数 単位 ％、人

目標値

実績値 49％、0人

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

50％、4300人

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名

令和２年度

貸付区画の利用率、利用区画の利用者数

目標値

実績値

単位 ％、人

50％、4300人

49％、0人

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中 適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

改善
(統
合・
縮小
含
む。)

施設の現状や社会情勢の変化を踏まえ、施設のあり方を検討
する。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

中

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

低
収穫体験会員数は一定数あるが、開設時の利用者の高齢化に
よる離農や、近隣の市民農園の開設等により、区画利用率が低
下してきている。

委託料の支出を最低限に抑えている。

指定管理者制度により、民間のノウハウを導入している。

ワークライフバランスが重視されるようになってきているため、健
康的でゆとりのある市民生活への寄与が必要。

民間開設の市民農園が市内各地に増加してきている。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

1,585正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

3,179
令和元年度決算額（千円）

借地料

修繕料

令和元年度決算額（千円）

4,492

1,6251,70050

0

5050

事業評価シート 0760040

0

50

17,396

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

1,700

37,218 36,726

_

指定管理料

003番号

岐阜市ながら川ふれあいの森条例

2,372

17,080 17,238

0

1,625501,585 50

0

12,18812,18812,188

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

38,682

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

生涯を通じた生きがいづくりの推進 政策コード 1

平成12 年度年度～

委託（民間） 補助の種類※ 実施主体 指定管理者

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

自然とのふれあいの場

毎日（12/29から翌年1/3まで及び毎週月曜日（祝日法による休日の場合は、その翌日）を除く）

令和２年度
（実施内容）

既存施設の利用受付、区域内の清掃、除草、簡易な修繕、保守点検作業、森林内の倒木処理
等

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

既存施設の利用受付、区域内の清掃、除草、簡易な修繕、保守点検作業、森林内の倒木処理
等

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

ながら川ふれあいの森管理事業

農林課

- 5 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間

既存施設の適正管理と、自然と積極的に関われる森林の提供

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）

469

減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

37,218 36,726

577

収入内訳

計（D）=B+C

38,803

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

38,682

38,313

38,426

39,838

令和２年度決算額（千円）

40,307

490

37,849

469577

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

490



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中 適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

市民の憩いの場として整備を進めていくため、現状維持する。ま
た、利用者の満足度向上のため、今まで以上に指定管理者との
連携を密にし、ニーズの把握に努める。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

都市の生活環境の改善を図るとともに、市民が森林浴、自然散策等の
体験を通して森林の有する多面的な機能に関する理解を深め、健康
的でゆとりのある市民生活に資するための施設であり、年間利用者数
も１５万人を超えているため、必要性が高い。

ながら川ふれあいの森は広域総合生活環境保全林であり、治
山施設としての機能も果たしており、災害等を防止、軽減するた
めにも同事業は必要である。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

定休日以外は事務員及び作業員が１名ずつ常駐する体制がで
きている。

指定管理者制度を導入している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中

アンケート等においても利用者の満足度が高い。Ｒ２年度は新
型コロナウイルス感染症予防の為施設閉鎖の期間があり利用
者数が２０万人を下回ったが、近年は２０万人を超える水準であ
る。

目標値 220,000

実績値 214,000 239,000 175,000

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ― ― ×（未達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 施設利用者 単位 人

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 16

実績値 20 18 19

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 3,932 3,854 5,515

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 修繕・工事実績 単位 件

受益者負担額（千円） 490 577 469

受益者負担率（％） 1.3% 1.5% 1.2%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 有料施設利用者 有料施設利用者 有料施設利用者

受益者数 9,743 9,820 7,224



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

159正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

198
令和元年度決算額（千円）

修繕料

手数料

令和元年度決算額（千円）

199

1631705

0

55

事業評価シート 0760040

0

5

521

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

170

962 792

_

借地料

004番号

201

521 521

0

1635159 5

0

6770243

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

787

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

生涯を通じた生きがいづくりの推進 政策コード 1

昭和63 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

自然とのふれあいの場

毎日（365日／年）

令和２年度
（実施内容）

土地借地料　72,303㎡
既存施設の管理：法面、木柵

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

ミニ生活環境保全林として整備した区域を適正に管理する。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

ミニ生活環境保全林整備事業

農林課

- 5 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間

景観的に優れた都市近郊の里山を、市民の憩いの場として整備し保健休養に役立てる。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

962 792

収入内訳

計（D）=B+C

1,121

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

787

1,121

962

950

令和２年度決算額（千円）

950

962

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中 維持管理のため必要最小限の負担であり、概ね適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

市民の利用があるため、今後も整備を進めていくが、整備内容
は既存施設の維持管理・修繕程度とする。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

中

市民の憩いの場として整備、管理する。

市民の健康増進に寄与している。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

低

必要最小限の維持費で市民の健康増進に寄与している。

人にかかるコストは低く、民間活用等よりも効率的である。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中 都市近郊の里山を保健休養として活用

目標値 220,000

実績値 214,000 239,000 175,000

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ― ― ×（未達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 ながら川ふれあいの森の利用者数 単位 人

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 1,000 1,000 1,000

実績値 1,000 1,000 1,000

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 75 64 63

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 散策路等除草 単位 ㎡

受益者負担額（千円）

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 ミニ生活環境保全林利用者 ミニ生活環境保全林利用者 ミニ生活環境保全林利用者

受益者数 15,000 15,000 15,000



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

1,268正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

委託料

令和元年度決算額（千円）

6501,36040

0

2040

事業評価シート 0760040

0

20

0

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

1,360

13,143 15,481

_

工事請負費

005番号

清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金交付要綱

12,533 14,865

0

650401,268 40

0

495616610

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

495

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成24 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

市内の森林及び河川等

森林整備等箇所数

令和２年度
（実施内容） 里山林整備事業：修景等の環境保全　2.16ha

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

緑豊かな「清流の国ぎふ」づくりを推進するため、木材生産を目的とした、これまでの林業施策ではない公
益的機能の発揮を重視した森林づくりを進めるための「森づくり」、多様な生物や水環境の保全を進めるた
めの「川づくり」、及び地域課題への対応や市民の主体的な参画を促進するための「人づくり」を３つの基
本施策とし、清流の国ぎふ森林・環境税を活用した取り組みの実施。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

清流の国ぎふ森林環境整備事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間 令和3

全国豊かな海づくり大会で培った、森・川・海のつながりの中での環境保全を継承し、更に地球
環境の保全にも応えながら、「清流」を守り育て、緑豊かな「清流の国ぎふ」づくりを市民協働によ
り推進する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

495

13,143 15,481

収入内訳

計（D）=B+C

14,411

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

495

5,997

16,841

650

令和２年度決算額（千円）

1,145

8,414

11,379

4955,462

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

8,414

5,462



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

引き続き、緑豊かな「清流の国ぎふ」づくりを市民協働により推
進していくため、事業を継続し、岐阜市林業会議をはじめとする
会議等の場で清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金を活用
した森林整備等について積極的にＰＲしていく。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

県では平成29年度から「第3期岐阜県森林づくり基本計画」が始まるとともに、
「清流の国ぎふ森林・環境税」も令和3年度まで継続されることとなった。市民
の森林や自然環境への関心が高まっており、市としても森林の公益的機能の
維持増進を目指す「清流の国ぎふづくり」を積極的に進める必要がある。

清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金を活用している。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金を活用している。

森林組合やボランティア団体も、清流の国ぎふ森林・環境基金
事業補助金を活用し、市内の森林整備等を実施している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中
事業の実施により、広域総合生活環境保全林「ながら川ふれあ
いの森」の利用者数は増加しており、市民の森林への関心を高
めることができている。

目標値 210,000 210,000 220,000

実績値 214,000 239,000 175,000

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ×（未達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 ふれあいの森来場者数 単位 人

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 4 4 3

実績値 4 4 1

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 28 48 4

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 森林整備等箇所数 単位 箇所

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 森林利用者および周辺住民等 森林利用者および周辺住民等 森林利用者および周辺住民等

受益者数 214,000 239,000 175,000



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

45,956

0正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

備品購入費

工事請負費

令和元年度決算額（千円）

5,273

3,2503,400

0

100100

事業評価シート 0760040

0

100

39,402

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

3,400

22,473

_

委託料

006番号

森林環境税・森林環境譲与税

22,473

0

3,2501000 0

0

1,558

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

46,233

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

令和元 年度年度～

委託（民間） 補助の種類※ 実施主体 受託事業者

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

現地詳細調査および意向調査、ながら川ふれあいの森施設長寿命化事業

市内民有林5,840ha、施設点検調査233ha

令和２年度
（実施内容）

・新たな森林管理システム構築
・森林地番図作成および市内民有林の現地詳細調査
・ながら川ふれあいの森施設長寿命化計画策定に向けた施設点検調査
・古津トイレ整備工事（トイレの快適化及び機能向上）

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

森林所有者には森林の経営管理を適正に行う責務がある中、森林管理が適正に行われていない森林について、市町
村で森林とその所有者の現況を調査し、森林所有者と林業経営者をつなぐ。
また、多くの市民が散策・森林浴に訪れるとともに、森林教室、森の幼稚園、森林ボランティア（NPO等）等森林、林
業、木材の普及啓発活動に関わる拠点である「ながら川ふれあいの森」の施設長寿命化事業に積極的に取り組む。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

森林整備促進事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

森林所有者、施設利用者

実施期間

林業の成長産業化と森林資源の適切な管理の両立を図るため、市町村を介して林業経営の意欲の低い小規模零細な森林所有者
の経営を意欲と能力のある林業経営者につなぐことで林業経営の集積・集約化を図るとともに、経済的に成り立たない森林について
は、市町村が自ら経営管理を行う「森林経営管理事業」を実施する。
また、近年、自然災害による甚大な被害が発生しており、災害防止等の観点からも森林整備の推進が喫緊の課題となっていることか
ら、本市の実情に応じた「森林整備及びその促進に関する事業」を実施する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

0 22,473

収入内訳

計（D）=B+C

0

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

46,233

0

25,873

3,527

令和２年度決算額（千円）

49,483

4,249

45,95621,624

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

21,624



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

引き続き、森林環境譲与税を有効に活用することで、森林整備
に繋がる森林経営管理事業等の事業を推進していく。また、令
和６年度から課税がはじまる森林環境税についても広く市民に
周知していく。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

森林環境税の課税は令和６年度から（税額：年額1,000円）であるが、森林現場の課題に
早期対応する観点から、令和元年度から前倒しで森林環境譲与税は譲与される。
（森林環境譲与税額は、人工林面積５割、林業就業者数２割、人口３割で決定）

森林環境譲与税の趣旨に沿った事業に活用している。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

森林環境譲与税の趣旨に沿った事業に活用している。

市民が納税する森林環境税を有効に活用することで、森林の有
する公益的機能向上に繋がる。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
事業の実施により、森林整備及び促進事業に繋げることで、最
終的には、市内放置森林の解消に努める。

目標値 30 100

実績値 30 100

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 林地台帳更新（森林調査及び地番図作成） 単位 %

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 255

実績値 255

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） #DIV/0! 10 9

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 市内民有林現況調査 単位 ha

受益者負担額（千円） 0 0

受益者負担率（％） #DIV/0! 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 森林所有者及び市民 森林所有者及び市民

受益者数 408,000 408,000



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

159正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

1631705

0

55

事業評価シート 760040

0

5

2,581

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

170

771 1,728

_

委託

007番号

岐阜市分収造林事業取扱要領

771 1,728

0

1635159 5

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

2,581

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

昭和57 年度年度～

委託（その他） 補助の種類※ 実施主体 受託事業者

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

長良川及び支流の上流域山林の保育作業

累積契約面積６９．８８ｈａ

令和２年度
（実施内容）

関市造林地の保育：３．５０ｈａ／管理歩道開設：５００ｍ
山県市造林地の保育：１．００ｈａ
郡上市造林地の保育：１．００ha／管理歩道開設：３５０ｍ

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

分収造林「たずさえの森」事業として、長良川及び支流の上流域の市町村（郡上市・関市・山県
市）が土地を提供し、岐阜市が新植、保育（下刈、雪起し、除間伐）などの森林整備に必要な経
費を負担して森林の整備を行う。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

分収造林「たずさえの森」事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

分収造林契約市町村

実施期間

岐阜市及び上流域の市町村がお互いに手をたずさえてながら森林の整備を推進し、水源かん
養機能の強化を図るとともに林業を通して両者の友好を深める（累積契約面積６９．８８ｈａ）

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

771 1,728

収入内訳

計（D）=B+C

930

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

2,581

930

1,898

2,744

令和２年度決算額（千円）

2,744

1,898

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中
最終的な木材収入について、原則５：５の分収割合で６０～１１０
年間の契約を締結しており、契約に基づいた負担割合で実施し
ているため、適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

長良川下流域の自治体として必要な事業であるため、現状維持
する。また「清流長良川の鮎」が世界農業遺産に登録されたこと
を受け、分収事業としてだけでなく、上流域の森林を整備し長良
川の水質を守る意義が一層重要となっている。
今後は当年度に施業を行わない事業地も現地調査の上、上流
域の自治体と連携してこれまで以上に効果的な施業を行う。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

中

荒廃した森林による土砂災害等の防止が注目される中、長良川上流
域の森林の持つ水源涵養機能や山地災害防止機能により、長良川の
清流は保たれており、その恩恵を受けている岐阜市は上流の自治体
と連携して森林整備を行う必要がある。

下流域の自治体として、岐阜市が担う必要がある。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

各自治体ごとに森林組合の意見等も聴取しながら、効率的に森
林整備を行っている。

各自治体と分収契約を締結しており、契約先自治体が森林整備
を行う必要がある。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中
長良川下流域の環境及び長良川の清流の維持に貢献してい
る。

目標値

実績値

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 単位

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 3 6 13

実績値 3 6 13

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 309,833 632,667 914,500

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 事業面積 単位 ha

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 分収造林契約自治体 分収造林契約自治体 分収造林契約自治体

受益者数 3 3 3



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

634正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

65068020

0

2020

事業評価シート 0760040

0

20

250

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

680

922 453

_

補助金

008番号

岐阜市鳥獣被害対策支援事業実施要領
岐阜市農林水産関係振興補助金交付要綱

922 453

0

65020634 20

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

250

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成17 年度年度～

補助 補助の種類※ 実施主体 農業者を含む地域住民で構成する組織

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

地域団体が設置する防護柵等の資材の購入に要する経費に対する補助

1事業あたり25万円を上限に補助

令和２年度
（実施内容） 出屋敷地区で488mの柵を設置した。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

地域団体が設置する防護柵等の資材の購入に要する経費について、1事業あたり25万円を上限
に補助する。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

鳥獣被害対策支援事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法 その他補助金

地域団体（市内で農業を営む者3戸以上を含む地域住民で構成する組織）

実施期間

防護柵等の資材の購入に要する経費を補助することで、有害鳥獣による農作物被害を防止し、
農業者の生産意欲の低下を防ぐ。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

922 453

収入内訳

計（D）=B+C

1,556

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

250

1,556

1,133

900

令和２年度決算額（千円）

900

1,133

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高
農作物被害がある市民が受益できるが、結果的に生活環境被
害の軽減にも寄与している。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

各地域の農作物被害等防止のため必要。
また、鳥獣被害対策においては、個人ではなく地域コミュニティ
で対応する事が有効とされているため、今後も同様の補助を実
施する。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

岐阜市において、主に山周辺でイノシシ・シカ等の農作物被害
があるため。

国においても補助金制度はあるが、地域コミュニティでの農作物
被害対策を促進するため、各市町村で実施していくべきである。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

各設置地区での被害面積、被害額が減少している。

本補助は材料費についての補助であり、設置等は市民が実施
している。また、3戸以上の申請を要件としており、地域コミュニ
ティで対策に取り組む事を推進している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中
各地区ごとに目標を設定しており、将来に効果が得られる見込
みである。

目標値 1,460 1,402 1,331

実績値 1,476 1,134 931

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ○（達成） ○（達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 有害鳥獣による農作物被害額 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 1,000,000 1,000,000 750,000

実績値 922,364 453,148 250,000

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 311,200 566,500 900,000

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 防護柵の資材費補助実績 単位 円

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 各地区の農家 各地区の農家 各地区の農家

受益者数 5 2 1



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

83

683

1,069

2,032

令和２年度決算額（千円）

2,582

1,069

5500

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

49 49

収入内訳

計（D）=B+C

683

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

市内30地域の特性に応じた営農計画を随時変更し、継続的な進捗管理を行う。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

人・農地プラン推進事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

今後の地域の中心となる経営体及び農地の提供等により地域の中心となる経営体と連携する農
業者

実施期間

地域の特性に応じた担い手を明確に定め、計画的に農地を集積し、大規模化により生産性の向
上を図る。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

人・農地プランを各地域の実情や情勢にあったプランに随時変更

市内30地域

令和２年度
（実施内容）

人と農地の課題解決に向け、地域営農の中心となる農業の担い手の確保や農地集積の推進を
図るため、農政推進委員会において検討し、最終的に全30地域の人・農地プランを実質化し、プ
ランを公表した。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成24 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

0

2,49930634 20

0

033

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

549

83

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0 122

182

55

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

1,020

49 49

_

報酬

009番号

人・農地問題解決加速化支援事業実施要綱

46 46

令和２年度決算額（千円）

550

634正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

旅費

その他

令和元年度決算額（千円）

28

1,9501,02020

0

6030



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 今後の地域の中心となる経営体及び農地の提供等によ
り地域の中心となる経営体と連携する農業者

今後の地域の中心となる経営体及び農地の提供等により
地域の中心となる経営体と連携する農業者

今後の地域の中心となる経営体及び農地の提供等により
地域の中心となる経営体と連携する農業者

受益者数 100 100 100

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 6,830 10,690 20,320

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 検討委員会開催数 単位 回

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 2 2 2

実績値 1 1 1

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 市内における農地の集積率 単位 ％

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 25

実績値 21.8

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中 国の制度である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

国の制度であり、各種の農業振興施策と密接な関わりを持った
事業であるため、地域の実情を踏まえて適切に運用していく必要
がある。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

国の制度であり、他の補助事業において本プランに位置付けら
れることが補助要件になっているものであり、本プランの内容を
更新していくことは必要である。

国の要綱で事業実施主体を市町村と定めている。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

国の制度で年1回以上見直すことが必要とされており、定期的な
見直しと、地域や農業者からの要請に応える見直しの機会とし
て、年2回の開催を見込んでいる。

国の要綱で事業実施主体を市町村と定めている。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高

他の補助事業において、本プランに位置付けられることが要件と
なっているものもあり、本プランの内容を更新していくことは農業
振興を図る上で有効である。また、地域の中心経営体が増える
ことで、地域の担い手が維持される。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

2,914

6,071

6,356

6,164

令和２年度決算額（千円）

6,164

6,356

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

2,901 2,956

収入内訳

計（D）=B+C

6,071

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

農政推進活動の助長促進及び構成員に対する情報提供などを行い、農政課題の円滑な解決を
図るとともに、地域農業の維持・発展を図る。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

農政推進活動促進事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

農政推進委員会

実施期間

集落における農業者の基礎的な集団である農政推進委員会において、農政課題を農業者に対
して円滑な浸透を図るとともに、農業者が集落の話し合い等によって、これに対処できるような活
動を促進し、本市の農業振興に資する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

農業の振興・普及

30

令和２年度
（実施内容）

市内３０地域の農政推進委員会に対し、集落活動の活性化、農地保全管理、農用地の保全、安
全・安心な農作物の普及、人・農地プランの地域の合意形成、農政情報等の周知などを委託し
た。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

農林水産業の活性化 政策コード 3

昭和63 年度年度～

委託（その他） 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

0

3,2501003,170 100

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

2,914

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

100

2,914

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

3,400

2,901 2,956

_

委託料

010番号

2,901 2,956

令和２年度決算額（千円）

3,170正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

3,2503,400100

0

100100



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 地域の農業者 地域の農業者 地域の農業者

受益者数 6,801 6,705 6,595

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 893 948 935

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 農政推進委員会委託料 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 2,901 3,001 2,914

実績値 2,901 2,955 2,914

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 市内における農地の集積率 単位 ％

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 25

実績値 21.8

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中
農政推進委員は、活動に地域的な偏りが生じないように農村集
落から選出されている。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

農業者の基礎的な集団である農政推進委員会において、地域
農業の維持・発展を図っているため。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

地域でのパトロール等で農地が管理されており、民間の市場参
入は期待できない。

地域の実情に合わせて行う必要があり、市の関与は妥当であ
る。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

必要最小限の委託料で行っており、高い効果が出ている。

集落における農業者の基礎的な集団に対する委託であり、民間
活用で実施している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中
利用権設定の活用による担い手への農地集積が図られるなど
人・農地プランの地域での合意形成が行われており、農地の保
全管理や地域農業の維持・発展に有効な活動を行っている。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

6,183

14,357

14,336

8,133

令和２年度決算額（千円）

8,133

4,336

010,000

平成３０年度決算額（千円）

10,000

令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

12,455 12,296

収入内訳

計（D）=B+C

14,357

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

公益社団法人東京生薬協会等との連携協定（栽培指導と種苗の提供等、平成27年から5年間で締結。令
和4年度まで3年間延長）に基づき、市内の生産者で構成する薬用作物栽培協議会において、薬用作物の
栽培に取り組む。また、栽培データ等の調査結果を踏まえ、栽培マニュアルを作成し、今後産地化に向け
て栽培面積の拡大を図るとともに、販路を開拓するため、企業への売り込みを行う。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

薬用作物栽培推進事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

岐阜市薬用作物栽培協議会

実施期間

製薬業発祥の地といわれる岐阜において、本市の特産品となる薬用作物の栽培を推進していくことは、農
業者の所得向上につながり、さらに、耕作放棄地の解消や高齢化の対策としても有効な手段であると考え
る。今後、漢方薬メーカー等との栽培契約に向けて企業と協議し、本市の薬用作物産地化を確立していく
ことを目的とする。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

薬用作物

現在栽培している５品目の薬用作物のうち、漢方薬メーカー等の販路を開拓した２～３品目

令和２年度
（実施内容）

公益社団法人東京生薬協会から派遣される専門家の栽培指導で、生産者の栽培技術を向上さ
せるとともに、貴重な種苗の増産を図り、生産量の拡大を進めてきた。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成30 年度年度～

委託（民間） 補助の種類※ 実施主体 受託事業者

0

1,950601,902 60

0

5,93911,73411,895

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

6,183

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

60

216

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

2,040

12,455 12,296

_

旅費

011番号

0

410 311

令和２年度決算額（千円）

1,902正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

141
令和元年度決算額（千円）

委託費

使用料及び賃借料

令和元年度決算額（千円）

0

1,9502,04060

0

6060



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 200 200 200

受益者負担率（％） 1.4% 1.4% 2.5%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 岐阜市薬用作物栽培協議会 岐阜市薬用作物栽培協議会 岐阜市薬用作物栽培協議会

受益者数 10 9 9

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 1,435,700 481,778 903,667

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 栽培面積と販売先数 単位 ａ／社

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 227a／6社

実績値 186a／4社

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 薬用作物出荷額 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値

実績値

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況

- - 1,000

- - 1,857

○（達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中
薬用作物の栽培や圃場の管理は生産者が主体となって行って
おり、他の農作物の栽培と変わらない。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

改善
(統
合・縮
小含
む。)

東京生薬協会と締結した協定（平成27年度から5年間）を令和4
年度まで3年間延長し、薬用作物の産地化に向けて取り組みを
継続する。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

薬用作物の栽培圃場が増加することで耕作放棄地の解消が図
られ、薬用作物の栽培技術が確立されて販売に繋がる体制が
構築できれば、新たな担い手の確保に繋がるため必要である。

将来は生産者が独立して薬用作物の産地化を進めるべきであ
るが、取り組みの初期の段階では行政が主導しないと進めるこ
とが困難であるため、当面は市が実施する。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

薬用作物の栽培技術が確立していないため、試行錯誤しながら
進めている。

種苗の確保や栽培指導員の派遣ができる公益社団法人東京生
薬協会との連携が必要であるが、協会は行政しか連携の対象と
していない。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高

栽培記録をまとめて栽培マニュアルを作成・更新することで栽培
技術の向上が図られている。
また、生産面積は拡大しており、収穫物について企業への販売
を進めている。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

3,860

929

1,340

4,510

令和２年度決算額（千円）

4,510

1,340

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

295 660

収入内訳

計（D）=B+C

929

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

薬用作物の栽培面積を拡大し生産量を増やすため、薬用作物の生産者に対し栽培面積1aあた
り20,000円（市費5,000円、基金15,000円）の補助金を交付する。
ただし、キキョウを複数年度にわたり生産するほ場については、初年度に限り栽培面積１aあたり
30,000円（市費5,000円、基金25,000円）を交付する。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

薬用作物生産推進事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法 その他補助金

薬用作物の生産者

実施期間

生産から加工・調製までの工程など栽培技術が確立されていない薬用作物は、栽培に多くの経
費がかかるため、本事業で生産者を支援することにより、栽培面積や生産者の増加を図り、市内
での薬用作物の生産量向上を目的とする。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

薬用作物の栽培面積1aあたり20,000円の補助金

227a

令和２年度
（実施内容） 4事業者に対し、186a分の補助金（3,860,000円）を交付した。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成30 年度年度～

補助 補助の種類※ 実施主体 薬用作物の生産者

0

65020634 20

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

3,860

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

20

3,860

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

680

295 660

_

補助金

012番号

岐阜市補助金等交付規則
岐阜市農林水産関係振興補助金交付要綱
岐阜市薬用作物生産推進事業実施要領

295 660

令和２年度決算額（千円）

634正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

65068020

0

2020



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 薬用作物の生産者 薬用作物の生産者 薬用作物の生産者

受益者数 4 5 4

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース）

232,250 268,000 1,127,500

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 薬用作物栽培面積 単位 a

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 61 132 227

実績値 59 132 189

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 薬用作物出荷額 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 - - 1,000

実績値 - - 1,857

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中
薬用作物の栽培や圃場の管理は生産者が主体となって行って
おり、他の農作物の栽培と変わらない。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

改善
(統
合・縮
小含
む。)

栽培等にかかる費用を補填することで、販売に繋がらない時期
の金銭的負担が軽減され、栽培面積の拡大に繋がっている。
栽培面積を確保し、薬用作物の産地化を推進するためには、補
填する経費を見直し、継続的な取組が必要である。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

薬用作物の栽培圃場が増加することで耕作放棄地の解消が図
られ、薬用作物の栽培技術が確立されて販売に繋がる体制が
構築できれば、新たな担い手の確保に繋がるため必要である。

将来は生産者が独立して薬用作物の産地化を進めるべきであ
るが、栽培体制が確立し、生産量が確保できるまでは収益に繋
がらないため、当面は市が実施する。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

薬用作物の栽培体制が確立するまでの間、収益を得にくい時期
の栽培費用を補填している。

薬用作物の栽培には、種苗の確保や栽培指導員の派遣ができ
る公益社団法人東京生薬協会との連携が必要であるが、協会
は行政しか連携の対象としていない。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
収益を得にくい時期の栽培費用を補填することで、生産者の金
銭的な負担を軽減でき、栽培面積の拡大に繋がった。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

100

201

163

165

令和２年度決算額（千円）

165

163

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

138 95

収入内訳

計（D）=B+C

201

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

岐阜市薬用作物栽培協議会の活動及び運営に要する経費の３/１０以内を補助する。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

農業団体育成事業（岐阜市薬用作物栽培協議会）

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法 団体育成補助金

岐阜市薬用作物栽培協議会

実施期間

薬用作物における栽培や修治等の技術を習得するため、東京生薬協会から派遣される栽培指
導員の指導を受けるとともに、必要な情報交換や研修会を行うことにより、栽培の効率化、種苗
の増産を推進し、薬用作物の産地化を図る。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

岐阜市薬用作物栽培協議会の活動等に要する経費の一部

必要とする経費の３/１０以内

令和２年度
（実施内容）

先進都市である奈良県五條市・橿原市・宇陀市を視察し、栽培・収穫・加工について、情報交換
を行った。また、薬用作物の販路拡大のため、生薬に係る企業を訪れ、意見交換を行い、薬用
作物栽培についての知識を深めた。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成３０ 年度年度～

補助 補助の種類※ 実施主体 岐阜市薬用作物栽培協議会

0

65263 2

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

100

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

2

100

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

68

138 95

_

補助金

013番号

岐阜市補助金等交付規則
岐阜市農林水産関係振興補助金交付要綱

138 95

令和２年度決算額（千円）

63正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

65682

0

22



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 336 220 258

受益者負担率（％） 166.8% 135.0% 156.4%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 岐阜市薬用作物栽培協議会会員 岐阜市薬用作物栽培協議会会員 岐阜市薬用作物栽培協議会会員

受益者数 10 9 9

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 20,140 18,111 18,333

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 補助金額 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 138 95 100

実績値 138 95 100

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 薬用作物出荷額 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値

実績値

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況

- - 1,000

- - 1,857

○（達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 市の負担は3/10以内で適正

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

改善
(統
合・縮
小含
む。)

協議会会員がそれぞれの特性を活かし、相互に刺激し合って活
動を進めている。
薬用作物は栽培技術が確立されておらず、個人として取り組む
には負担が大きい。協議会活動を活性化を図るため、引き続き
支援が必要である。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

中

薬用作物の栽培を推進するには、一人でも多くの農業者が参加
することが重要であり、農業者同士の研修や意見交換を積極的
に行うための行政支援が必要。

薬用作物栽培は市が推進している事業であり、栽培に取り組む
農業者の支援は市が実施することが妥当。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

薬用作物の栽培における研修、調査、意見交換の機会として機
能している。

研修や意見交換に留まらず、生産と出荷に向けた体制を構築
することが必要。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中
先進都市への視察や、生薬に係る企業を訪問し、他産地の生
産者や担当者と意見交行うことで、薬用作物栽培についての知
識を深めた。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

951正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

263
令和元年度決算額（千円）

権利購入（著作権）

印刷製本費

令和元年度決算額（千円）

2,9253,06030

0

9090

事業評価シート 0760040

0

90

16,152

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

3,060

6,390 4,246

_

委託料

014番号

6,127 4,246

0

2,92590951 30

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

16,152

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成28 年度年度～

委託（民間） 補助の種類※ 実施主体 受託事業者

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

専用ホームページ及びＳＮＳ（フェイスブック）

ホームページコンテンツの作成・更新
動画１８本（ぎふベジＴＶ６本、ぎふベジレシピ１２本）の作成・公開

令和２年度
（実施内容）

ホームページコンテンツの作成・更新を約75回、動画１８本の作成・公開を行った。
フェイスブックの投稿を１34回行った。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

専用ホームページを充実させるため、「生産者」の取材動画を作成し公開するとともに、「生産
者」と「消費者」双方の声をつなぐプラットフォームとしてＳＮＳ（フェイスブック）を活用した情報発
信を行った。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

ぎふベジブランド発信事業（地産地消）

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

市内外の消費者

実施期間

本市及び周辺市町で採れるいちご、えだまめ、柿等の特産農産物を「ぎふベジ」として、圏域内外に発信す
ることにより、ぎふベジのブランド化を進めている。
こうした取り組みをさらに推進するため、専用ホームページにおけるさまざまな魅力的コンテンツの制作及
び情報発信を行い、認知度向上及び高付加価値化につなげていく。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

6,390 4,246

収入内訳

計（D）=B+C

7,341

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

16,152

7,341

7,306

19,077

令和２年度決算額（千円）

19,077

7,306

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

低
農業者の所得向上につながるとともに、消費者にとって安全・安
心な農産物を入手する選択肢が増えることは、市民生活にも好
影響を与えるものであり適正であるといえる。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

改善
(統
合・
縮小
含
む。)

ぎふベジのブランド化に向けた取り組みは平成２７年度から開
始したものであり、平成30年度には、市と（株）トヨタオートモー
ルクリエイト、（株）イトーヨーカ堂との包括連携協定の連携事業
に位置付けられるなど、事業展開しているところである。令和2
年度からは岐阜連携都市圏の4市3町が連携し、ぎふベジをＰＲ
していくこととなった。認知度向上及び高付加価値化を実現する
ために、さらなる事業展開が必要である。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

食料自給率の維持・向上は、国内全体の課題であり、当市にお
いても地産地消につながる取り組みは必要である。

市内産農産物の認知度及び付加価値の向上は、農業者の所得
向上に資する取り組みであり、岐阜市が主体的に実施する必要
がある。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

インターネット・ＳＮＳを通じて、市内外に市内産農産物を知る機
会を継続的に提供する方法であり、効果が期待できる。

業務委託として民間活力を活用している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中 年間46,000件以上の閲覧があり、ＰＲに貢献した。

目標値 25

実績値 23

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 特産農産物認知度 単位 ％

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 32 32 32

実績値 32 32 32

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 1,264 1,258 3,285

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 ぎふベジ専用ホームページ・SNSの更新回数 単位 回

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 市内の農業生産者 市内の農業生産者 市内の農業生産者

受益者数 5,807 5,807 5,807



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

3,804正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

18
令和元年度決算額（千円）

旅費

報酬

令和元年度決算額（千円）

3,9004,080120

0

120120

事業評価シート 0760040

0

120

6,203

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

4,080

5,862 3,500

_

委託料

015番号

5,735 3,317

0

3,9001203,804 120

0

183108

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

6,203

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成３０ 年度年度～

委託（民間） 補助の種類※ 実施主体 受託事業者

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

ぎふベジ（えだまめ・かき・いちご）ＰＲイベントを

市内（ＪＲ岐阜駅周辺）で３回、首都圏で１回以上開催

令和２年度
（実施内容） 市内（ＪＲ岐阜駅周辺）で２回、首都圏で２回ＰＲイベントを開催。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

市民が多く来場する場所でのＰＲイベント（地産地消）と首都圏で多くの人が往来する場所での加
工品を活用したＰＲイベント（地産外商）を実施し、市内外の多くの消費者にさらなるぎふベジの
認知度を高めていく。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

ぎふベジプロモーション事業（地産地消・地産外商）

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

市内外の消費者

実施期間

過去に実施したぎふベジの認知度向上をテーマにした有識者会議の中で、市内においては、身近な店舗での感動のストーリーの動
画放映、都市部（地産外商）については、ぎふベジを素材とした加工品販売などのＰＲが有効であるとの意見があったことから、市民
が多く来場する場所でのＰＲ（地産地消）と首都圏で多くの人が往来する場所での加工品を活用したＰＲ（地産外商）といった新たな挑
戦を実施することで、市内外の多くの消費者にさらなるぎふベジの認知度を高めていく。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

5,862 3,500

収入内訳

計（D）=B+C

9,666

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

6,203

9,666

7,580

10,103

令和２年度決算額（千円）

10,103

7,580

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

低
農業者の所得向上につながるとともに、消費者にとって安全・安
心な農産物を入手する選択肢が増えることは、市民生活にも好
影響を与えるものであり適正であるといえる。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

改善
(統
合・
縮小
含
む。)

ぎふベジのブランド化に向けた取り組みは、平成２７年度から
ホームページ等を活用したＰＲを実施しているぎふベジブランド
発信事業があり、ＰＲイベントについても連携して実施することが
相乗効果が見込まれることから、次年度以降は事業を統合して
実施していくこととなった。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

食料自給率の維持・向上は、国内全体の課題であり、当市にお
いても地産地消・地産外商につながる取り組みは必要である。

市内産農産物の認知度及び付加価値の向上は、農業者の所得
向上に資する取り組みであり、岐阜市が主体的に実施する必要
がある。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

市内産農産物を知る機会を提供する方法として市内外の来場
者の多い施設においてＰＲイベントを開催することは、効果が期
待できる。

業務委託として民間活力を活用している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中
年間2,449人以上の参加者があり、認知度向上に一定の効果が
あった。

目標値 25

実績値 23

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 特産農産物認知度 単位 ％

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 4 3 4

実績値 9 3 4

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 1,665 1,305 1,740

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 ぎふベジＰＲイベント(地産地消・地産外商)開催回数 単位 回

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 市内の農業生産者 市内の農業生産者 市内の農業生産者

受益者数 5,807 5,807 5,807



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

5,706正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

6506,120180

0

20180

事業評価シート 0760040

0

20

0

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

6,120

1,500 1,500

_

負担金

016番号

1,500 1,500

0

6501805,706 180

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

0

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成23 年度年度～

補助 補助の種類※ 実施主体 岐阜市農業まつり実行委員会

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

農業の振興・普及

30,000人

令和２年度
（実施内容）

令和２年11月３日（火・祝）にJR岐阜駅北口駅前広場で開催予定であったが、新型コロナウイル
ス感染拡大防止の観点から中止した。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

本市における地元農産物の販売、ステージイベント、体験教室等

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

岐阜市農業まつり開催負担金

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法 その他負担金

市民

実施期間

本市における「地産地消」や「農商工連携」といった農林水産業の取り組みを広く市民の皆様に
PRし、生産者と消費者、農業と地域社会とのふれあいをテーマに開催する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

1,500 1,500

収入内訳

計（D）=B+C

7,206

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

0

7,206

7,620

650

令和２年度決算額（千円）

650

7,620

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中 受益者負担はなく、負担を求める性質の事業ではない。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

本市の地産地消を推進するために必要な事業である。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

中

本市の地産地消市を推進するために必要な事業である。

本市における農林水産業の取り組みを広く市民にPRすることが
目的であることから、市の関与は妥当である。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

実行委員会形式にて、JAや各種農業団体にも負担金を負担し
てもらい、協働で実施しているため、費用対効果はあると考え
る。

実行委員会形式にて、JAや各種農業団体と協働で実施してい
る。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中
テレビや新聞など各種広報媒体にて報道されており、本市にお
ける農林水産業の取り組みを広く市民にPRする上で有効であ
る。

目標値 74

実績値 ―

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ―

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 地産地消の認知度 単位 ％

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 20,000 20,000 20,000

実績値 16,000 30,000 0

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 450 254 #DIV/0!

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 来場者数 単位 人

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 来場した市民 来場した市民 来場した市民

受益者数 16,000 30,000 0



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

6,399

12,629

8,013

8,879

令和２年度決算額（千円）

8,999

462

7,893

120120

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

462

120

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

120

10,555 5,293

収入内訳

計（D）=B+C

13,091

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

農作物被害・生活環境被害を及ぼす有害鳥獣のうち、イノシシ等大型獣については地区役員等
の要望に応じて現地調査の上捕獲が必要であれば岐阜市猟友会に捕獲業務を委託し、小型獣
については個人捕獲として許可し捕獲された個体について民間業者に委託し処分する。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

有害鳥獣捕獲事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

農作物等の被害を受ける市民

実施期間

有害鳥獣捕獲を実施することにより、農作物等被害の拡大を防止し、農業者の生産意欲の低下
を防ぐほか、良好な生活環境を維持する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

有害鳥獣の捕獲

出動日数年間８０日

令和２年度
（実施内容）

農作物被害等を及ぼすイノシシ等大型獣については捕獲業務を委託し、
アライグマ・ヌートリア等小型鳥獣については捕獲檻を貸出しし、被害の軽減を行った。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成元 年度年度～

委託（民間） 補助の種類※ 実施主体 受託事業者

0

2,600802,536 80

0

215208375

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

6,399

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

80

6,184

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

2,720

10,555 5,293

_

委託料

017番号

鳥獣保護管理法、特定外来生物法、鳥獣特措法

270

10,180 4,815

令和２年度決算額（千円）

2,536正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

消耗品費

備品購入費

令和元年度決算額（千円）

2,6002,72080

0

8080



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 農作物等の被害を受ける市民 農作物等の被害を受ける市民 農作物等の被害を受ける市民

受益者数 509 455 257

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 24,811 17,347 34,549

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 有害鳥獣捕獲実績 単位 件

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 450 450 450

実績値 553 391 462

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 有害鳥獣による農作物被害額 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 1,460 1,402 1,331

実績値 1,476 1,134 931

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ○（達成） ○（達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 各地域の農作物被害等防止のため。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

各地域の農作物被害等の防止に効果があるため。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

本市の鳥獣被害防止計画に定める被害軽減目標を達成するた
めに必要。捕獲は有効な有害鳥獣被害対策のひとつであり、業
務の実施により地域全体で年々農作物被害額が減少している。

被害防止目的の有害鳥獣捕獲事業を担うのは、国や県でなく各
市町村がほとんどである。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

イノシシ等大型獣の捕獲は狩猟免許等が必要でかつ危険であり市民
による捕獲が極めて困難であるため、専門知識を有する猟友会に捕
獲業務を委託している。
小型獣は捕獲檻を貸し出し、市民による個人捕獲を実施している。

小型獣の捕獲個体の処分は民間業者に委託している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
有害鳥獣による農作物被害が減少している。
農作物被害額：H30年度147.6万円　→　R2年度93.1万円



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

0

639

685

0

令和２年度決算額（千円）

0

685

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

5 5

収入内訳

計（D）=B+C

639

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

有害鳥獣による農作物被害等の未然防止及び軽減を図るため、被害発生予察パトロールと農
家等を対象に開催する被害防止講習会の講師業務を岐阜市猟友会に委託していたが、平成３０
年度より予察パトロール業務は廃止した。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

鳥獣被害防止対策啓発事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

農家等

実施期間

年々増加する農作物被害等を防止・軽減するため、事前に予察調査や対策を講じ、有害鳥獣の
防除や追い払いの指導・アドバイスを行う。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

予察パトロール・被害防止講習会の講師業務

予察パトロールは年１０回、被害防止講習会は年１回。

令和２年度
（実施内容）

予察パトロール：平成30年度より廃止
被害防止講習会：令和2年度は新型コロナウイルス感染拡大防止観点から開催中止

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成17 年度年度～

その他 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

0

020634 20

0

050

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

0

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

0

0

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

680

5 5

_

委託料

018番号

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための
特別措置に関する法律

5 0

令和２年度決算額（千円）

634正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

報酬費

令和元年度決算額（千円）

068020

0

020



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% #DIV/0!

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 被害を受けている地区の農家等 被害を受けている地区の農家等 被害を受けている地区の農家等

受益者数 12 12 0

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 53,250 57,083 #DIV/0!

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 被害防止パトロール及び講習会開催 単位 回

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 1 1 0

実績値 1 1 0

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 参加人数 単位 人

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 20 20 0

実績値 23 22 0

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ―

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中
農作物被害を受ける地域の農業者を対象としており、適正であ
る。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

農作物被害防止対策を強化するため必要かつ有効であるた
め、講習会を通じた啓発事業を継続する。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

農業者に農作物被害の対策を講義し、対策強化を図るために
講習会の開催は必要である。

農作物被害防止の啓発は市町村の責務である。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

農業者に農作物被害の対策を講義し、対策強化を図るために
講習会の開催は必要である。

農作物被害防止の啓発は市町村の責務である。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
農業者に農作物被害の対策を講義し、対策強化を図るために
講習会の開催は有効な手段である。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

36

5,706正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

消耗品費

令和元年度決算額（千円）

5,8506,120180

0

180180

事業評価シート 0760040

0

180

209

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

6,120

162 175

_

印刷製本費

019番号

ぎふ地産地消推進の店実施要綱

162 175

0

5,8501805,706 180

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

209

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成23 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体
岐阜市、山県市、瑞穂市、本巣市、

北方町、笠松町、岐南町

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

地産地消の推進

認定店5店舗

令和２年度
（実施内容）

地産地消の推進の店を随時募集し、認定基準を満たしている店舗等を認定した。
（応募４件、認定４件）

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

地元で生産された農産物等を積極的に取り扱う飲食店や販売店、食品加工所等を「ぎふ地産地
消推進の店」として認定し、こうした取り組みを広く消費者にＰＲする。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

ぎふ～ど普及促進事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法

市内の飲食店、直売所、食品加工所、宿泊施設等

実施期間

地場産品の生産及び消費拡大、農・商・工連携、６次産業化等により市内の農業振興を図る。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

162 175

収入内訳

計（D）=B+C

5,868

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

209

5,832

6,295

5,976

令和２年度決算額（千円）

6,059

6,249

83

83

46

平成３０年度決算額（千円）

46

令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

36



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

140を越える店舗数があり、広域連携プロジェクトとして、周辺自
治体とともにＰＲ方法について検討し、さらなる地産地消の推進
を図る。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

地産地消を目的とした認定店を増やすことにより、本市の農産
物の消費拡大・ＰＲを図ることは必要である。

地産地消を目的とした認定店舗は、国・県・民間にない。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

認定を受けた一部の飲食店などで「地産地消フェア」などの催し
が開催されるなど、農業振興への効果が認められる。

岐阜市だけでなく、広域連携で対応中

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中

「地産地消」の言葉の認知向上に伴い本認定事業の認知度も
上がってきているのか、現在も店舗等からの申請はあるが、認
定することが農業振興に直結するわけではないため、認定店舗
を活用した農産物のPR方法の検討が必要である。

目標値 25

実績値 23

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 特産農産物認知度 単位 ％

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 120 150 155

実績値 129 150 150

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 45,209 41,660 39,840

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 認定店舗数 単位 店舗

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 認定を受けた店舗 認定を受けた店舗 認定を受けた店舗

受益者数 129 150 150



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

951正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

9751,02030

0

3030

事業評価シート 0760040

0

30

500

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

1,020

250 500

_

補助金

020番号

岐阜市農林水産関係振興補助金交付要綱

250 500

0

97530951 30

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

500

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

平成２４ 年度年度～

補助 補助の種類※ 実施主体 市民農園開設者

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

市民農園開設に要する経費

市民農園の開設に要する経費(250千円を上限)

令和２年度
（実施内容） 当事業を利用して２農園が補助を受けた。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律に基づく市民農園開設者に
開設に要する経費を補助する。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

市民農園開設支援事業

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法 その他補助金

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律に基づく市民農園開設者

実施期間

本市の農業は、都市近郊型農業であり、市民生活の身近な場所で農業を営まれているにも関わらず、一
般市民が休日等に気軽に農業体験できる場所が少ない。そこで、遊休農地等を利用し市内にバランスよく
市民農園を設置することにより一般市民の農業に対する理解を深めるため。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

250 500

収入内訳

計（D）=B+C

1,201

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

500

1,201

1,520

1,475

令和２年度決算額（千円）

1,475

1,520

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高
受益者は開設費用の補助以外の負担や維持費用を負担しなが
ら農園を運営しており適切である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

岐阜市内には耕作放棄地や遊休農地が多数あり管理等、問題
となっている。
市民農園はそれらの解消の一つの手段となっており、市民の方
からや農業委員会事務局より市民農園に関する問い合わせが
ある。
そこで自治体としても過年度同様に一定の支援が必要と考え
る。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

一般市民が開設した農園を借りて作物栽培しており、目的を達
成している。

一定の規模までは、市が手本で開設支援する。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

開設費用の支援のみで農園が運営されおり費用対効果はあ
る。

引き続きＪＡぎふも開設支援を援助した。市が補助をできない農
園に対してカバーしている。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
耕作がされていない所（遊休農地等）を複数の市民が栽培して
おり有効である。

目標値 １４５人・１７０区画

実績値 ２０３人・２１３区画

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 利用者数・区画数 単位 人・区画

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 2

実績値 2

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 1,201,000 760,000 737,500

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 市民農園開設数 単位 件

受益者負担額（千円） 16 402 281

受益者負担率（％） 1.3% 26.4% 19.1%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 市民農園開設者 市民農園開設者 市民農園開設者

受益者数 1 2 2



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

634正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

16363420

0

520

事業評価シート 0760040

0

5

6

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

634

111 111

_

補助金

021番号

岐阜市農林関係振興補助金交付要綱

111 111

0

16320634 20

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

6

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

農林水産業の活性化 政策コード 3

昭和６３ 年度年度～

補助 補助の種類※ 実施主体 岐阜市農業青年会議

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

岐阜市農業青年会議の活動等に要する経費の一部

必要とする経費の３/１０以内

令和２年度
（実施内容）

コロナ禍の影響で主要行事がほとんど中止されたが、定例の役員会を開催して本組織の強化を
図りながら、地域農業の振興に貢献するための意見を出し合った。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

岐阜市農業青年会議の活動及び運営に要する経費の３/１０以内を補助する。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

農業団体育成事業（岐阜市農業青年会議）

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法 団体育成補助金

岐阜市農業青年会議

実施期間

農業知識の習得、各団体との交流等により、昨今の社会情勢に対応しうる農業の実践等を目的
とした、本市農業青年の自主的な活動組織である岐阜市農業青年会議について、その活動が円
滑かつ効果的に行われるよう支援すること。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

111 111

収入内訳

計（D）=B+C

745

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

6

745

745

169

令和２年度決算額（千円）

169

745

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 市の負担は３/１０以内で適正

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

若手農業経営者の情報交換の場として機能し始めつつあるが、
次の展開がなかなか見えてこないのが現状であるため、会員が
それぞれ確固とした経営目標を持ち、活動に参加・取り組むこと
ができるよう、今後、誘導していく必要がある。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

低

若手農業のネットワークづくりに大きく貢献しているとともに、今
後、更にこうした活動・取り組みの輪を広げるための行政支援が
必要である。

市内若手農家の活動組織の支援は、後継者育成・本市の農業
振興の視点から、市が担う必要がある。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

低

品目の垣根を越えた若手農家の交流に貢献している。

若手農家のネットワークづくりには、より広域的な連携が必要。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中

年間事業として他都市の農業施設への視察や、講師を呼んで
の講習会などを実施し、農業や6次産業などの経営ノウハウに
ついて学んだ。
（令和２年度は新型コロナウイルスの影響で未実施）

目標値 29

実績値 28

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 農業青年人数 単位 人

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 111 111 111

実績値 111 111 6

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 25,690 25,690 5,810

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 補助金額 単位 千円

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 岐阜市農業青年会議会員 岐阜市農業青年会議会員 岐阜市農業青年会議会員

受益者数 29 29 29



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

480

1,576

1,610

643

令和２年度決算額（千円）

643

1,610

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

1,100 1,100

収入内訳

計（D）=B+C

1,576

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

岐阜市園芸振興会９部会（果樹・花卉・いちご・だいこん・ねぎ・たまねぎ・施設・えだまめ・ほうれ
んそう）の連絡協調と生産活動及び消費拡大の強化のため助成する。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

農業団体育成事業（岐阜市園芸振興会）

農林課

- 3 - 0 - 0

実施方法 団体育成補助金

岐阜市園芸振興会（農業者団体）

実施期間

農業技術の高度化、生産の集団化若しくは生産性の向上を図る目的で結成される農業者の研
究集団又は農家経営の安定等を図る目的をもって組織された農業者の団体、協議会等の活動
及び運営に関して助成する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

園芸生産団体の生産、販売活動費に対する補助

事業費の３／１０以内

令和２年度
（実施内容） 園芸振興会の生産組織活動及び消費拡大の強化活動事業に対し補助した。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

農林水産業の活性化 政策コード 3

昭和４０ 年度年度～

補助 補助の種類※ 実施主体 岐阜市園芸振興会

0

16315476 15

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

480

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

5

480

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

510

1,100 1,100

_

補助金

022番号

岐阜市農林関係振興補助金交付要綱

1,100 1,100

令和２年度決算額（千円）

476正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

16351015

0

515



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 1,361 1,296 1,230

受益者負担率（％） 86.4% 80.5% 191.4%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 農家 農家 農家

受益者数 907 864 820

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 1,737 1,863 784

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 岐阜市補助金額 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 1,100 1,100 1,100

実績値 1,100 1,100 480

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 岐阜市農産物主要品目販売額（会員一人当り） 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 1,653

実績値 1,527

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高
市の負担は事業実績の３/10以内で適正。
新型コロナウイルスの影響で事業実績が縮小したため、受益者
負担率が上がっている。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

農業者の高齢化や減少が続く中、市の事業や施策を遂行する
ため団体と連絡協議及び、消費活動協力のため必要。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

岐阜市の主要品目9部会で構成された団体であり、今後も産地
間の競争の中で、農業技術の高度化、生産性の向上を図るた
め、協議会の活動は必要である。

岐阜市内の農業生産団体であり、園芸産地の振興・農業経営
の安定のため助成が必要ある。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

岐阜市の主要品目9部会で研修・出荷の会議を行い８００人以
上の農家に効果を与えている。

民間であるＪＡぎふも参加している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高

共同で共販体制に確立、岐阜クリーン農業の導入、
ＧＡＰ（生産工程管理）を実践した。
新型コロナウイルスの影響により、研修会や農業まつりへの出
店がなく事業が縮小。生産技術に関する活動を資料配布にて実
施した。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

0

1,031

1,100

195

令和２年度決算額（千円）

195

1,100

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

80 80

収入内訳

計（D）=B+C

1,031

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

岐阜市農産物販路拡大実行委員会が行う岐阜市、富山市の合同観光物産交流展での特産品
の販売と来場者へのアンケート調査活動事業に対する負担金。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

富山市との交流事業

農林課

- 4 - 0 - 0

実施方法 その他負担金

岐阜市農産物販路拡大実行委員会

実施期間

東海北陸自動車道の全線開通に伴い、物流に係る時間が大幅に短縮され、新鮮な岐阜産の野菜や果実
が運搬可能となった。岐阜市農産物販路拡大実行委員会が、今後の岐阜産農産物の販路拡大をめざし、
特産品のマーケットリサーチを行うとともに、資料収集を行う事業活動に対し負担金を支払う。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

負担金

80,000円

令和２年度
（実施内容）

１０月３１日（土）、１１月１日（日）に富山市での観光物産交流展に出店し、富有柿を試食販売す
るとともに、来場者アンケート調査活動事業を実施予定であったが、新型コロナウイルスの影響
で出店を中止した。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

観光・交流の活性化 政策コード 3

平成２０ 年度年度～

補助 補助の種類※ 実施主体 岐阜市農産物販路拡大実行委員会

0

19530951 30

0

01210

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

0

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

6

0

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

1,020

80 80

_

旅費

023番号

岐阜市・富山市都市間交流協定

18

51 50

令和２年度決算額（千円）

951正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

19
令和元年度決算額（千円）

需用費

使用料

令和元年度決算額（千円）

0

1951,02030

0

630



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 市内の柿農家 市内の柿農家 市内の柿農家

受益者数 331 311 300

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 3,115 3,537 650

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 イベント開催権件数 単位 回

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 1

実績値 0

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 岐阜市産農産物の認知度 単位 ％

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 57

実績値 ―

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ―

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中
農作物の販売を仲介するＪＡぎふと共同で実施しており、農業者
全体の利益に反映されるため、適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

岐阜市・富山市都市間交流協定に基づく事業であり、主要品目
の柿の認知度が低いため、今後も継続する。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

市外に出荷している場所でのＰＲであり適正

岐阜市・富山市都市間交流協定に基づく事業であり、市が主体
的に入らないと困難

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

ＪＡぎふと共同で、岐阜県・富山県との共同で出店であり、独自
に企画することを考えれば効率的にＰＲできる。

民間企業であるＪＡぎふとの共同事業である。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中
柿の出荷割合の少ない地域であるが徐々に岐阜の柿が浸透し
ている。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

317正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

32534010

0

1010

事業評価シート 0760040

0

10

992

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

340

888 986

_

工事請負費

024番号

888 986

0

32510317 10

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

992

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

市民の生命と財産を守る防災や消防の充実 政策コード 5

平成12 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

治山施設（治山ダム・土留め工・流路工等）

山地災害が最小限となりうる施設設置数

令和２年度
（実施内容）

転落防止柵工　延長29m
山留工　　　　　 延長10m

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

山地災害が危惧される箇所において治山施設（治山ダム・土留め工・流路工等）を設置する。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

市単治山事業

農林課

- 1 - 0 - 0

実施方法

被災対象となる周辺住民や公共施設

実施期間

山地災害の防止に努め市民に安全安心な生活環境を提供する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

888 986

収入内訳

計（D）=B+C

1,205

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

992

1,205

1,326

1,317

令和２年度決算額（千円）

1,317

1,326

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

引き続き、市民の生命・財産を守るため、事業を継続する必要
がある。
治山事業実施要望があった箇所については定期的に点検し、
事業実施時期を臨機応変に判断していく。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

近年、全国的に山地災害が多発し、人命・財産に甚大な被害が
及んでいるため、必要性は高い。

国または都道府県知事が実施する、保安施設事業および地す
べり防止事業に該当しない小規模な治山事業を実施するため。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

国または都道府県知事が実施する、保安施設事業および地す
べり防止事業に該当しない小規模な治山事業であるため、市単
独費で実施するほかない。

市内における山地災害防止のためのハード事業であるため、市
において実施するほかない。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
治山施設設置箇所において、山地災害を防止することができる
見込みである。

目標値 10 10 10

実績値 10 10 10

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 法面保護面積 単位 ㎡

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 3 3 2

実績値 3 3 2

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 120,500 132,600 131,700

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 治山施設の設置数 単位 箇所

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 被災対象となる周辺住民等 被災対象となる周辺住民等 被災対象となる周辺住民等

受益者数 10 10 10



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

19,974

12,379

6,861

10,962

令和２年度決算額（千円）

20,949

8,500

3,941

9,9872,920

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

8,500

2,920

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

9,987

19,928 5,841

収入内訳

計（D）=B+C

20,879

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

山地災害が危惧される箇所において治山施設（治山ダム・土留め工・流路工等）を設置する。
また、生活環境保全林の利用促進を図るため、老朽化した施設の改修を行う。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

集落環境保全整備事業

農林課

- 1 - 0 - 0

実施方法

被災対象となる周辺住民や公共施設及び生活環境保全林の利用者

実施期間

山地災害の防止、生活環境の保全形成等を図り、市民に安全安心な生活環境を提供する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

治山施設（治山ダム・土留め工・流路工等）及び生活環境保全林

山地災害が最小限となりうる施設設置数

令和２年度
（実施内容）

流路工　延長27m
簡易法枠工　面積338㎡
木製手摺工　延長151m

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

市民の生命と財産を守る防災や消防の充実 政策コード 5

平成12 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

0

97530951 30

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

19,974

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

30

19,974

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

1,020

19,928 5,841

_

工事請負費

025番号

岐阜県集落環境保全整備事業実施要領

19,928 5,841

令和２年度決算額（千円）

951正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

9751,02030

0

3030



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 被災対象となる周辺住民等 被災対象となる周辺住民等 被災対象となる周辺住民等

受益者数 214,000 239,000 175,000

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 58 16 63

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 整備箇所数 単位 箇所

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 2 1 3

実績値 2 1 3

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 ふれあいの森来場者数 単位 人

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 210,000 210,000 220,000

実績値 214,000 239,000 175,000

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ×（未達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

引き続き、市民の生命・財産を守るため、また、生活環境保全林
の利用促進を図るために、事業を継続する必要がある。
生活環境保全林を定期的に巡視し、法面崩落危険箇所や施設
の劣化具合の最新情報を把握していく。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

近年、全国的に山地災害が多発し、人命・財産に甚大な被害が
及んでいるため、必要性は高い。また、生活環境保全林は年間
約18万人以上の利用があり、老朽化した施設の改修の必要性
が高い。

国または都道府県知事が実施する治山事業に該当しない治山
関連事業を実施するため。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

岐阜県森林・林業対策事業補助金を活用している。

保安施設事業および地すべり防止事業に該当する治山事業に
ついては、国または都道府県知事が実施している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高

治山施設設置箇所において、山地災害を防止することができる
見込みである。また、生活環境保全林において、利用者の安全
性・快適性が向上し、利用者満足度を向上することができる見
込みである。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

その他

計（Ｆ）

500

2,385

2,500

2,125

令和２年度決算額（千円）

2,125

2,500

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

800 800

収入内訳

計（D）=B+C

2,385

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

事業の目的

・有害鳥獣による被害状況や生態の把握
・有害鳥獣による被害防止に関すること。
・地域住民や登山者等への有害鳥獣対策にかかる情報提供

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

岐阜市金華山一帯のイノシシ被害対策協議会負担金

農林課

- 2 - 0 - 0

実施方法 加入団体負担金

協議会会員及び地域住民や登山客等

実施期間

金華山一帯における野生イノシシによる農作物被害の防止、人身被害の防止などについて、各
組織が連携して被害防止対策の強化に取り組む

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

イノシシ被害防止のための意識啓発

金華山一帯

令和２年度
（実施内容）

・生態調査業務委託
・柵設置用資材購入
・くくり罠発信機購入

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

安心な暮らしにつながる防犯や交通安全などの充実 政策コード 5

平成27 年度年度～

補助 補助の種類※ 実施主体 岐阜市金華山一帯のイノシシ被害対策協議会

0

1,625501,585 50

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

500

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

事業評価シート 0760040

0

50

500

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

1,700

800 800

_

負担金

026番号

岐阜市金華山一帯のイノシシ被害対策協議会規約

800 800

令和２年度決算額（千円）

1,585正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

1,6251,70050

0

5050



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 協議会会員 協議会会員 協議会会員

受益者数 29 30 30

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 82,241 83,333 70,833

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 岐阜市金華山一帯のイノシシ被害対策協議会負担金 単位 千円

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 800 800 500

実績値 800 800 500

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 金華山一帯のイノシシ有害通報件数 単位 件（未満）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 20 20 20

実績値 18 24 19

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ×（未達成） ○（達成）

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

中 適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

金華山一帯のイノシシ被害防止、軽減のため、現状維持する。
また、農業被害とは性格を異にする事業であり、その趣旨からも
所管部署を精査する必要がある。
今後もシンポジウムの開催を通じて、岐阜大学等から最新の生
態調査情報を収集する等、必要な対策が即時に行える体制を
整える。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

令和元年度に市民等に向けたシンポジウムを開催し、参加者の満足
度は上々であった。今後はシンポジウムの内容を受けて、野生イノシ
シによる人身被害を防止するための具体的な対策を講じる必要があ
る。

国も同額以上の負担金を納入しており、市の支出は必要最低
限の額にとどまっている。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

受益者である地域住民に負担金の使い道について要望調査を
行っており、効果的な運営を行っている。

直接市費にて行うより、国の負担金と合算してより効率的な事
業運営を行えている。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
平成２７年度の防除柵設置以降、同地域からのイノシシの目撃
頭数は０となった。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

159正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

1631705

0

55

事業評価シート 0760040

0

5

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

170

150 150

_ 027番号

0

1635159 5

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

126

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

市民参画の促進と透明性の高い市政運営 政策コード 7

平成20 年度年度～

委託（ＮＰＯ） 補助の種類※ 実施主体 森林ボランティア団体

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

安心して親しめる、自然とのふれあいの場

毎日（３６５日／年）

令和２年度
（実施内容） 森林ボランティア団体へ、登山道補修用丸太、丸杭、番線、鉄棒、竹箒、地下足袋等の提供。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

森林ボランティア団体による、登山道等の軽微な補修、枯損木の伐倒処理、草刈及び清掃活動
等に必要となる資材の支援を行う。

事 業 名

担当部名 経済部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

森林ボランティア活動支援事業

農林課

- 2 - 0 - 0

実施方法

市民（登山者）

実施期間

市民が安心、安全に森林浴、自然散策を楽しんでいただくための、森林ボランティア団体への活
動支援。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

150 150

収入内訳

計（D）=B+C

309

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

126

309

320

289

令和２年度決算額（千円）

289

320

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高 維持、管理に必要最小限であり、負担は適正である。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

森林ボランティア団体の活動により、登山道の管理向上、森林
の保全が図られているが、森林ボランティアの高齢化と人員の
減少が課題であるため、継続した支援が必要である。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

登山道の管理向上、森林の保全が図られている。

市民が自然とのふれあいの場を、市民協働により提供。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

市民ボランティア団体の育成及び登山者の満足度向上（費用対
効果高い）

市職員が行うよりボランティア団体による取組みの方が効果が
高い。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高 登山道、森林が保全されている。

目標値 220

実績値 175

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 ながら川ふれあいの森利用者数 単位 千人

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 3

実績値 3

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 102,833 106,667 96,167

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 支援団体数 単位 団体

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 森林ボランティア団体 森林ボランティア団体 森林ボランティア団体

受益者数 3 3 3


